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平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１） 

（平成 30 年３月 23 日） 

 

 

【全サービス共通】 

○ 介護保険施設等における歯科医療について 

問１ 介護保険施設等における歯科医療について、協力歯科医療機関のみが歯科医療を

提供することとなるのか。 

（答） 

介護保険施設等における歯科医療について、歯科医療機関を選択するのは利用者で

あるので、利用者の意向を確認した上で、歯科医療が提供されるよう対応を行うこと

が必要である。 
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【通所系・居住系サービス】 

○ 栄養スクリーニング加算について 

問 30 当該利用者が、栄養スクリーニング加算を算定できるサービスを複数利用して

いる場合、栄養スクリーニング加算の算定事業者をどのように判断すればよいか。 

（答） 

サービス利用者が利用している各種サービスの栄養状態との関連性、実施時間の実

績、栄養改善サービスの提供実績、栄養スクリーニングの実施可能性等を踏まえ、サ

ービス担当者会議で検討し、介護支援専門員が判断・決定するものとする。 
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【通所系サービス】 

○ 栄養改善加算について 

問 31 対象となる「栄養ケア・ステーション」の範囲はどのようなものか。 

（答） 

公益社団法人日本栄養士会又は都道府県栄養士会が設置・運営する「栄養士会栄養

ケア・ステーション」に限るものとする。 
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【通所介護、地域密着型通所介護、短期入所生活介護、特定施設入所者生活介護、地域

密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型通所介護、介護福祉施設サービス、地域

密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】 

○ 個別機能訓練加算、機能訓練体制加算について 

問 32 はり師・きゅう師を機能訓練指導員とする際に求められる要件となる、「理学療

法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師

の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で六月以上機能訓練指導に従事し

た経験」について、その実務時間・日数や実務内容に規定はあるのか。 

（答） 

要件にある以上の内容については細かく規定しないが、当然ながら、当該はり師・

きゅう師が機能訓練指導員として実際に行う業務の頻度・内容を鑑みて、十分な経験

を得たと当該施設の管理者が判断できることは必要となる。 

 

問 33 はり師・きゅう師を機能訓練指導員として雇う際に、実際に、理学療法士、作

業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を

有する機能訓練指導員を配置した事業所で六月以上機能訓練指導に従事した経験を

有することをどのように確認するのか。 

（答） 

例えば、当該はり師・きゅう師が機能訓練指導に従事した事業所の管理者が書面で

それを証していることを確認すれば、確認として十分である。 
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【通所介護、地域密着型通所介護、リハビリテーション、認知症対応型通所介護】 

○ 栄養改善加算について 

問 34 通所サ―ビスにおいて栄養改善加算を算定している者に対して管理栄養士によ

る居宅療養管理指導を行うことは可能か。 

（答） 

管理栄養士による居宅療養管理指導は通院又は通所が困難な者が対象となるため、

栄養改善加算の算定者等、通所サービス利用者に対して当該指導を行うことは想定さ

れない。 

 

※ 平成18年度報酬改定Q＆A(vol.２)(平成18年５月２日) 通所介護・通所リハビリテ

ーションの問２は削除する。 
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【各種の地域密着型サービス】 

※ 介護老人福祉施設及び地域密着型サービスに関する Q&Ａ（平成 18 年９月４日介護

制度改革 information vol.127 事務連絡）問 18は削除する。 
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【認知症対応型通所介護】 

○ 生活機能向上連携加算について 

問 109 指定認知症対応型通所介護事業所は、生活機能向上連携加算に係る業務につい

て指定訪問リハビリテーション事業所又は指定通所リハビリテーション事業所若し

くは医療提供施設と委託契約を締結し、業務に必要な費用を指定訪問リハビリテーシ

ョン事業所等に支払うことになると考えてよいか。 

（答） 

貴見のとおりである。なお、委託料についてはそれぞれの合議により適切に設定す

る必要がある。 

 

問 110 生活機能向上連携加算は、同一法人の指定訪問リハビリテーション事業所若し

くは指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医

療提供施設（原則として許可病床数 200 床未満のものに限る。）と連携する場合も算

定できるものと考えてよいか。 

（答） 

・貴見のとおりである。 

・ なお、連携先について、地域包括ケアシステムの推進に向けた在宅医療の主たる

担い手として想定されている 200 床未満の医療提供施設に原則として限っている

趣旨や、リハビリテーション専門職（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士）の有

効活用、地域との連携の促進の観点から、別法人からの連携の求めがあった場合に

は、積極的に応じるべきである。 

 

問 111 今回、認知症対応型通所介護の基本報酬のサービス提供時間区分について、２

時間ごとから１時間ごとに見直されたことにより、時間区分を変更することとしたケ

ースについては、居宅サービス計画の変更（サービス担当者会議を含む）は必要なの

か。 

（答） 

・ 介護報酬算定上のサービス提供時間区分が変更になる場合（例えば、サービス提

供時間が７時間以上９時間未満が、７時間以上８時間未満）であっても、サービス

の内容及び提供時間に変更が無ければ、居宅サービス計画の変更を行う必要はない。 

・ 一方で、今回の時間区分の変更を契機に、利用者のニーズを踏まえた適切なアセ

スメントに基づき、これまで提供されてきた介護サービス等の内容をあらためて見

直した結果、居宅サービス計画を変更する必要が生じた場合は、通常の変更と同様

のプロセスが必要となる。 
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【介護職員処遇改善加算】 

○ 外国人の技能実習制度における介護職種の技能実習生の取扱いについて 

問 142 外国人の技能実習制度における介護職種の技能実習生は、介護職員処遇改善加

算の対象となるのか。 

（答） 

介護職種の技能実習生の待遇について、「日本人が従事する場合の報酬の額と同等

以上であること」とされていることに鑑み、介護職種の技能実習生が介護業務に従事

している場合、ＥＰＡによる介護福祉士候補者と同様に、介護職員処遇改善加算の対

象となる。 
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平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.５） 

（平成 30年７月４日） 

 

【通所介護、地域密着型通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護】 

○ 栄養改善加算について 

問１ 平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）問 34 については、通所サー

ビスの利用者のうち、栄養改善加算を算定した者に対しては、管理栄養士による居宅療

養管理指導を算定することができないものと理解してよいか。 

（答） 

通所サービスで設けている「栄養改善加算」については、低栄養状態の改善等を目的と

して栄養ケア計画に基づき、利用者ごとに栄養食事相談等の栄養管理を行うものである。 

一方、「管理栄養士による居宅療養管理指導」については、低栄養状態にある者や特別

食を必要とする者に対して栄養ケア計画に基づき、利用者ごとに栄養食事相談等の栄養

管理を行うものである。 

したがって、栄養改善加算を算定した者に対して、低栄養状態を改善する等の観点で管

理栄養士による居宅療養管理指導を行った場合、栄養管理の内容が重複するものと考え

られるため、栄養改善加算を算定した者に対しては、管理栄養士による居宅療養管理指導

を算定することができない。 
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【通所系・居住系サービス】 

○ 栄養スクリーニング加算について 

問２ 栄養スクリーニング加算は当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している

場合にあっては算定しないこととされているが、当該事業所以外で算定してから６か月を空け

れば当該事業所で算定できるか。 

（答） 

 ６か月を空ければ算定は可能だが、算定事業者の決定については、「平成 30 年度介護報酬

改定に関する Q＆A（Vol.１）」（平成 30 年３月 23 日）の通所系・居住系サービスにおける栄養ス

クリーニング加算に係る問 30 を参照されたい。 
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【介護職員処遇改善加算】 

○ 最低賃金の計算について 

問７ 最低賃金を満たしているのかを計算するにあたっては、介護職員処遇改善加算によ

り得た加算額を最低賃金額と比較する賃金に含めることとなるのか。 

（答） 

介護職員処遇改善加算により得た加算額を、最低賃金額と比較する賃金に含むか否か

については、当該加算額が、臨時に支払われる賃金や賞与等として支払われておらず、

予定し得る通常の賃金として、毎月労働者に支払われているような場合には、最低賃金

額と比較する賃金に含めることとなるが、当該加算の目的等を踏まえ、最低賃金を満た

した上で、賃金の引上げを行っていただくことが望ましい。 

 

【サービス提供体制強化加算】 

○ 療養病床等から介護医療院へ転換した場合について 

問８ 療養病床等から転換した介護医療院においてサービス提供体制強化加算を算定するにあ

たっては、療養病床等に勤務していた職員の勤続年数を通算できるのか。 

（答） 

転換前の療養病床等と転換後の介護医療院の職員に変更がないなど、療養病床等と介護

医療院が実質的に継続して運営していると認められる場合には、勤続年数を通算することがで

きる。 

 

 

≪参考≫ 

・平成 21 年度改定関係 Q＆A(vol.１)（平成 21 年３月 23 日）問５ 

【加算の届出】 

○ サービス提供体制強化加算 

（問５） 同一法人内であれば、異なるサービスの事業所（施設）における勤続年数や異なる業種

（直接処遇職種）における勤続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の出向や事業の承

継時にも通算できるのか。 

また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同士である場合にも通算できるのか。 

（答） 

同一法人であれば、異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる職種（直接処遇を行う

職種に限る。）における勤続年数については通算することができる。また、事業所の合併又は

別法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員に変更がないなど、事業

所が実質的に継続して運営していると認められる場合には、勤続年数を通算することができる。


